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提 出 案 件 の 概 要

１　今議会に提出する案件　 29件

    （内訳）

       補正予算案 ７件

       条例案 ９件

　　　 その他の議案 12件

　　　 報告 １件

２　補正予算等の概要

　今回の補正予算は、コロナ禍に加え、エネルギー、食料品等の価格が著しく高騰する状況

を踏まえ、国の「電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金」を活用し、その効果

を最大化できるよう地域の声なき声をしっかりと汲み上げるべく、市民生活の維持と事業活

動の継続に向けた所要の予算を計上している。

　市民生活においては、物価高騰による家計への負担が大きな子育て世帯に対し、第１子を

対象に子育て応援券を交付することで、安心して産み育てられる環境の整備を強化するほか

18歳以下の児童、更には重度障がい児を養育する世帯を支援することにより、経済的な負担

と恒常的な育児負担の軽減を図る。

　一方、市民の暮らしに密接な生活衛生事業者をはじめ、本市の基幹産業並びに伝統産業を

支える事業者、子どもが安心して過ごせる居場所づくりの場となる子ども食堂など、これま

で光が行き届いていない事業活動の継続に向けた、きめ細やかな支援を実施する。

　また、地域課題の解決への活用を視野に、次世代航空モビリティ「空飛ぶクルマ」の有人

飛行によるデモフライトを実施し、その安全性や地域への効用に対する市民理解を深めると

ともに社会受容性を高め、近い将来の社会実装の実現に向けた機運の醸成を図る。

　学びの充実においては、児童の基礎学力向上に向け、課外活動の一環として放課後の時間

を効果的に活用した学習の取組を実証的にスタートさせる。

　防災・減災関連では、国の内示等に伴い港湾整備事業等の進捗を図るほか、７月から９月

　 に発生した大雨等にかかる水防活動費と、農業用施設などの災害復旧費を計上している。

　これらのほか、人事院の給与勧告に鑑み、職員の給与、議員及び特別職の期末手当を改定

する条例案のほか、公の施設の指定管理者の指定を行う議案などを提出している。

（１）補正予算額

（２）補正後の予算額及び前年同期比

合　　計 142,861,757千円 142,289,919千円 571,838千円 0.4％

特別会計 42,677,149千円 41,470,521千円 1,206,628千円 2.9％

企業会計 17,263,807千円 21,227,625千円 △3,963,818千円 △18.7％

令和３年度 比較増減 増減率

一般会計 82,920,801千円 79,591,773千円 3,329,028千円 4.2％

一般会計 823,692千円

令和４年度

894,548千円

特別会計 72,049千円

企業会計 △1,193千円

合　　計
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補正予算　７　件 （単位：千円）

※人件費のみ 補正予算額 補正後の額 対前年比

１ 令和４年度　今治市一般会計補正予算（第６号） 823,692 82,920,801 4.2%

２ 　　　〃　　　　　船舶交通特別会計補正予算（第１号） 4,600 242,300 △ 9.7%

３ 　　　〃　　　　　小規模下水道特別会計補正予算（第１号） 3,541 1,052,541 0.5%

４ 　　　〃　　　　　国民健康保険特別会計補正予算（第２号） 78,731 18,019,731 1.0%

５ 　　　〃　　　　　介護保険特別会計補正予算（第１号）※ △ 14,823 19,438,177 0.7%

６ 　　　〃　　　　　水道事業会計補正予算（第１号）※ △ 20,108 6,783,892 △ 40.6%

７ 　　　〃　　　　　公共下水道事業会計補正予算（第１号） 18,915 9,955,915 3.9%

　　　合　　　　　　　計 894,548 142,861,757 0.4%

条例　９　件

１ 今治市個人情報保護法の施行等に関する条例制定について［総務管財課］

個人情報の保護に関する法律の改正に伴い、必要な条例を制定しようとするもの

施　行：令和５年４月１日

２ 今治市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について［人事課］

人事院の給与勧告に鑑み、本市職員の給与もこれに準じて改定しようとするもの

給料表の改定　平均改定率＋0.3％
勤勉手当　　年間　1.90月　⇒　2.00月（＋0.10月）

施　行：公布の日（適用：令和４年４月１日）

３ 今治市議会議員に対する議員報酬、費用弁償及び期末手当支給条例の一部を改正する条例制定に

ついて［人事課］

人事院の給与勧告に鑑み、議会議員の期末手当についても他との均衡を考慮して改定しようと

するもの

期末手当　　年間　3.25月　→　3.30月（＋0.05月）

施　行：公布の日（適用：令和４年12月１日）

４ 今治市特別職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について［人事課］
人事院の給与勧告に鑑み、特別職の期末手当についても他との均衡を考慮して改定しようと
するもの

期末手当　　年間　3.25月　→　3.30月（＋0.05月）

施　行：公布の日（適用：令和４年12月１日）

５ 今治市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部を改正する条例制定について［人事課］
人事院の給与勧告に鑑み、一般職の任期付職員の給与もこれに準じて改定しようとするもの

特定任期付職員給料表の改定　　１号給　375,000円　⇒　376,000円（＋1,000円）
特定任期付職員の期末手当　　年間　3.25月　⇒　3.30月（＋0.05月）

施　行：公布の日（適用：令和４年４月１日）

６ 今治市会計年度任用職員の給与等及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例制定に
ついて［人事課］
人事院の給与勧告に鑑み、会計年度任用職員の給与もこれに準じて改定しようとするもの

給料表の改定　平均改定率＋0.3％
施　行：令和５年４月１日

令和４年12月定例市議会提出予定案件

2



７ 今治市庁舎構内駐車場条例の一部を改正する条例制定について［総務管財課］

今治市庁舎構内駐車場の機械化により、駐車場の使用料を改定しようとするもの

施　行：令和５年１月１日

８ 今治市母子生活支援施設条例を廃止する条例制定について［ネウボラ政策課］

今治市母子生活支援施設を廃止しようとするもの

施　行：令和５年４月１日

９ 今治市玉川龍岡活性化センター条例を廃止する条例制定について［農林水産課］

今治市玉川龍岡活性化センターを廃止しようとするもの

施　行：令和５年４月１日

その他の議案　12　件

１ 財産の取得について（小型動力ポンプ）［消防総務課］

（１）品名及び数量　小型動力ポンプ　14台

（２）購入の目的　　消防団が使用する小型動力ポンプの更新

（３）購入方法　　　指名競争入札

（４）購入金額　　　41,272,000円

（５）購入の相手方　有限会社　愛媛芝浦ポンプ商会　

＜参考：仮契約日＞令和４年10月４日

２ 新たに生じた土地の確認について（伯方港埋立造成地）［港湾漁港課]

地方自治法第９条の５第１項によるもの

伯方町木浦字久留米木乙164の１から同字西須ノ頭甲535の15までの地先公有水面埋立地

埋立面積 7,336.43㎡

３ 字の区域の変更について（伯方港埋立造成地）［港湾漁港課]

地方自治法第260条第１項によるもの

伯方町木浦字久留米木乙164の１から同字西須ノ頭甲535の15までの地先公有水面埋立地

埋立面積 7,336.43㎡

４ 今治市立図書館の指定管理者の指定について［生涯学習課]

（公募）ＴＲＣ今治図書館サポート

５ 今治市営スポーツパークの指定管理者の指定について［スポーツ振興課]

（公募）特定非営利活動法人今治しまなみスポーツクラブ

６ 今治市鈍川せせらぎ交流館の指定管理者の指定について［観光課]

（公募）株式会社ありがとうサービス

７ 今治市宮窪カレイ山展望公園の指定管理者の指定について［観光課]

（公募）ＮＰＯ法人能島の里

８ 今治市大三島海洋温浴館及び農村交流館の指定管理者の指定について［観光課]

（公募）株式会社マーレ
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９ 瓦のふるさと公園の指定管理者の指定について［公園緑地課]

（公募）菊間町窯業協同組合

10 船舶交通特別会計への繰入額の変更について［地域振興課]

繰入額　61,090千円以内　⇒　65,690千円以内（＋4,600千円）

11 小規模下水道特別会計への繰入額の変更について［下水道業務課]

繰入額　601,551千円以内　⇒　605,092千円以内（＋3,541千円）

12 専決処分について

地方自治法第179条第１項の規定に基づき専決処分し、議会に報告し、承認を求めるもの

（１）令和４年度今治市一般会計補正予算（第５号）（令和４年10月12日専決処分）[財政課]

電力・ガス・食料品等の価格高騰による負担増を踏まえ、特に家計への影響が大きい低所得世帯

（住民税非課税世帯等）への緊急の支援措置を講じるため、必要な経費について補正予算を編成し、

専決処分を行ったもの

  補正予算額　　1,330,000千円

１　電力･ガス･食料品等価格高騰緊急支援給付金給付事業［福祉政策課］ 1,330,000千円　

（財源：国 1,330,000千円）

　コロナ禍における電力･ガス･食料品等の価格高騰による負担増を踏まえ、特に家計への影響が

　大きい低所得世帯（住民税非課税世帯等）の生活を支援するため、電力･ガス･食料品等価格高騰

　緊急支援給付金を支給するための体制を確保しようとするもの

　事業費　　　電力･ガス･食料品等価格高騰緊急支援給付金　 1,290,000千円

　　　　　　　事務費（郵送料、システム改修費など）  　　　　40,000千円

支給額 見込件数 申請方法
確認書返送期限

申請期限 支給時期

（１） 住民税均等割非課税世帯
約 24,800

世帯

確認書の送付によるプッシュ型支給

※対象者は振込口座の確認書を市に
返送

家計急変者

感染症の影響を受けて収入が（１）の世帯
と同様の事情にあると認められる世帯

11月以降

支 給 対 象

令和５年２月28日

（２） 申請による支給
約 1,000

世帯

１世帯

５万円
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報告　１　件

１ 専決処分について

地方自治法第180条第１項の規定に基づき専決処分し、議会に報告するもの

（１）損害賠償額の決定及び和解について（令和４年９月20日専決処分）［公園緑地課］
令和３年４月２日、開山公園において、相手方が木製アスレチック遊具の手すりを掴んだところ、
不備により手すりが動いたため、相手方が転倒し負傷した。

　損害賠償額（支払額） 36,300円　

（２）損害賠償額の決定及び和解について（令和４年10月14日専決処分）［港湾漁港課］
令和４年５月１日、本市所属派遣職員が運転する市有貨物自動車が、市道東鳥生４号線を直進し、

 市道祇園浜ノ窪線との交差点を右折しようとしたところ、左側から同交差点に進入してきた相手方

所有の乗用自動車と衝突し、双方車両が破損した。

　損害賠償額（支払額）159,067円

　　　　　　（受取額） 43,098円

（３）損害賠償額の決定及び和解について（令和４年10月27日専決処分）［資源リサイクル課］
令和４年６月24日、本市職員が運転する市有貨物自動車が、市道石佛線において資源ごみを収集
するため後退したところ、後方から直進してきた相手方所有の乗用自動車に接触し、相手方車両が

破損した。

　損害賠償額（支払額）239,105円

（４）損害賠償額の決定及び和解について（令和４年11月４日専決処分）［資源リサイクル課］
令和４年８月26日、本市所属派遣職員が運転する市有貨物自動車が、毘沙門天神社境内において
ごみ袋を収集後に同神社から出ようとしたところ、車両左側面が出口横の石段に接触し、石段が

破損した。

　損害賠償額（支払額） 86,350円　

（５）損害賠償額の決定及び和解について（令和４年11月７日専決処分）［地域振興課］
令和４年10月２日、岡村港に向け航行していた第二せきぜんの車両甲板において、相手方所有の
小型自動二輪車が、船体の傾きに伴い船体左舷側の手すりに接触し、車両とヘルメットを破損した。

　損害賠償額（支払額）134,749円　
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◎印は新規施策　○印は拡充施策

［一般会計］
※人件費補正にかかるもの　135,799千円を含む。 135,799 687,893千円

Ⅰ　新型コロナウイルス感染症対策の強化とエネルギー価格・物価高騰対応

＜エネルギー価格・物価高騰対応＞

〇 １ 子どもが真ん中応援券事業費（第１子）［こども未来課］ 26,000 国　臨時交付金 15,600

紙おむつの購入を支援する「愛顔の子育て応援事業」の対象とならない第１子
を対象に「子どもが真ん中応援券」を追加交付し、物価高騰による子育て世帯
への経済的負担の影響を緩和するとともに、出産を希望する女性が安心して産
み育てられる環境を整備しようとするもの

　事業概要　第１子を出産した世帯に対し、50,000円分（1,000円×50枚綴り）
　　　　　　の応援券を交付
　対象者　　R４年４月１日からR５年３月31日までの間に第１子として出生
　　　　　　した本市に住民登録がある乳児の保護者　約500人
　対象店舗　市内の登録店舗
　有効期限　R５年12月31日
　事業費　　応援券25,000千円　事務費1,000千円

＜繰越明許費 26,000千円＞

２ 物価高騰対応子育て応援金給付事業費 338,300

◎ （１）こども未来応援金［こども未来課］ 328,000 国　臨時交付金 287,000

食料品価格が著しく高騰する状況を踏まえ、発育期の児童を養育する子育て世帯
への影響を緩和するため応援金を給付するとともに、マイナンバーカードの利用
促進により、将来にわたる育児負担の軽減を図ろうとするもの

　事業概要　
　ア　子育て世帯応援金
　　申請対象　18歳（2004.4.2-2023.3.31生）までの児童を養育する世帯
　　給付額　　児童１人当たり　10,000円
　　対象数　　約21,300人
　イ　マイナンバーカード利用促進応援金
　　申請対象　アのうち、対象児童とその保護者がマイナンバーカードを
　　　　　　　保有する世帯
　　給付額　　１世帯当たり　10,000円
　　対象数　　約9,000世帯（13,000世帯×70％取得見込）
　事業費
　　応援金303,000千円　事務費25,000千円

＜繰越明許費 328,000千円＞

◎ （２）重度障がい児未来応援金［障がい福祉課］ 10,300 国　臨時交付金 10,300

日常生活のケアに加え、物価高騰により更なる負担を伴う重度障がい児を
養育する子育て世帯に対し、生活支援としての応援金を給付することにより
育児負担の軽減を図ろうとするもの

　申請対象　身体障害者手帳又は精神障害者保健福祉手帳１･２級若しくは
　　　　　　療育手帳Ａをもつ18歳（2004.4.2-2023.3.31生）までの重度障がい児
　　　　　　を養育する世帯
　給付額　　重度障がい児１人当たり　50,000円
　　　　　　重複障がい(身体・療育） 50,000円を加算
　対象数　　170名（うち重複障がい25名）
　事業費　　応援金9,750千円　事務費550千円

＜繰越明許費 10,300千円＞

特　定　財　源

641,687千円

(人事院勧告及び人事異動等に伴う人件費関係分は除く）

令和４年12月定例市議会提案主要事業

823,692千円 （単位：千円）
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３ 生活衛生事業者へのエネルギー・原材料等価格高騰対応 33,948

エネルギー価格や物価高騰の影響を受けている生活衛生事業者に対し、
高騰分の一部を助成することにより、生活衛生の安定を図ろうとするもの

◎ （１）生活衛生事業者電力・ガス・原材料等価格高騰対応事業費補助金
［環境政策課］ 28,000 国　臨時交付金 16,800

　対象者　　市内で以下の事業を営む生活衛生事業者
　　　　　　・公衆浴場業　　　12か所（一般６・その他６）
　　　　　　・クリーニング業　92か所（一般22・取次所70）
　　　　　　・理容業　　　　 180か所
　　　　　　・美容業　　　　 275か所
　助成額　　１事業所当たり50,000円（クリーニング取次所は10,000円）
　事業費　　補助金25,150千円　事務費2,850千円

◎ （２）し尿・浄化槽汚泥収集運搬・清掃燃料費高騰対応事業費補助金
［環境政策課］ 1,080 国　臨時交付金 600

　対象者　　市内のし尿・浄化槽汚泥収集運搬・清掃許可業者　８者
　助成額　　１台当たり30,000円（36台）

◎ （３）一般廃棄物収集運搬燃料費高騰対応事業費補助金［資源リサイクル課］
4,868 国　臨時交付金 2,900

　対象者　　市内の一般廃棄物収集運搬（委託・許可）事業者　36者

　助成額　　普通車　１台当たり30,000円（144台）

　　　　　　小型車　１台当たり15,000円（ 19台）

            軽自動車１台当たり 7,500円（ 35台）

◎ ４ 畜産配合飼料価格高騰対策支援事業費補助金［農林水産課］ 42,237 県 10/10 42,237

配合飼料価格高騰の影響を受ける畜産農家の飼料コスト低減や収益確保の
取組を支援することで、飼料価格高騰の影響を受けにくい経営体質への
転換を促し、安定供給体制の維持を図ろうとするもの

　対象者　　配合飼料価格安定制度加入者
　助成内容　R４.４-９月における配合飼料価格差補てん金の交付対象となった
　　　　　　補てん対象数量の合計数量に１㌧当たり3,700円を乗じた額を支援
　事業費　　3,700円×11,415.2トン

◎ ５ 今治タオル（捺染）原材料費高騰対応事業費補助金［産業振興課］ 20,000 国　臨時交付金 12,000

コロナ禍による贈答用需要等の減少に加え、原材料価格高騰の影響を受ける
タオル関連事業者に対し、原材料等購入費の一部を助成することにより事業
継続を支援し、タオル産地の生産維持を図ろうとするもの

　対象者　　市内に本社または工場を有する稼働中の捺染事業者　20社
　助成内容　影響額の１/２（上限1,000千円）

◎ ６ 伝統産業（大島石、菊間瓦）燃料費高騰対応事業費補助金 17,000
［産業振興課］

コロナ禍における燃料価格高騰の影響を大きく受ける大島石採掘事業者、
菊間瓦製造事業者に対し、高騰分の一部を助成することにより事業継続
を支援し、本市伝統産業の生産維持を図ろうとするもの

（１）大島石採掘事業者 14,000 国　臨時交付金 8,400

　　対象者　　大島石の採掘事業者　20社
　　対象経費　大島石採掘の際に使用する軽油・灯油の高騰影響額
　　助成内容　影響額の１/２（上限1,000千円）

（２）菊間瓦製造事業者 3,000 国　臨時交付金 1,800

　　対象者　　菊間瓦の製造事業者　６社
　　対象経費　瓦製造の際に使用するブタンガスの高騰影響額
　　助成内容　影響額の１/２（上限1,000千円）
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７ 給食費等の負担軽減による子育て支援 15,725

コロナ禍で食材費等が高騰している状況が続く中、保護者負担を増やす
ことなく安全安心でおいしい給食等の提供を維持しようとするもの

〇 （１）保育所、認定こども園、幼稚園等［保育幼稚園課］ 6,500 国　臨時交付金 3,900

私立施設に対し補助金を交付するとともに、公立施設に係る賄材料費を増額
しようとするもの（R４.６月補正事業の増額補正）

　R４年４-12月
　　R３給食費単価278円×上昇率５％（全国消費者物価指数（食料）より推計）＝14円
　R５年１-３月
　　R３給食費単価278円×上昇率11％（全国消費者物価指数（食料）より推計）＝31円
（＠31円-＠14円）×給食見込回数379,330回（R５年１-３月）≒6,500千円

〇 （２）小学校、中学校［学校給食課］ 9,000 国　臨時交付金 5,400

学校給食運営委員会に対し交付する補助金の単価を増額しようとするもの
（R４.６月補正事業の増額補正）

　R４年４-12月
　　R３給食費単価228円×上昇率５％（全国消費者物価指数（食料）より推計）＝11円
　R５年１-３月
　　R３給食費単価228円×上昇率11％（全国消費者物価指数（食料）より推計）＝25円
（＠25円-＠11円）×給食見込回数639,600回（R５年１-３月）≒9,000千円

◎ （３）子ども食堂［生涯学習課］ 225 国　臨時交付金 100

食材高騰の影響を受けている子ども食堂を運営する団体等に対し、
高騰分の一部を支援することにより事業継続を図ろうとするもの

　対象者　　子ども食堂を月１回以上実施し、１回当たり子どもに対して
　　　　　　５食以上の食事を提供する団体等
　助成内容　１団体当たり15,000円
　事業費　　15団体×15,000円

〇 ８ 施設燃料費等高騰対応（庁舎ほか） 130,400
エネルギー価格等高騰に伴う光熱水費の不足見込額の補正

（１）本庁舎［総務管財課］ 23,400
電気・ガス料金

（２）支所庁舎［総務管財課］ 4,000
電気・ガス料金

（３）学校施設［教育大綱推進課］ 91,000
電気・ガス料金
　小学校 58,000　中学校 33,000

（４）給食施設［学校給食課］ 12,000
燃料費、電気・ガス料金
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◎ ９ 指定管理施設燃料費等高騰対応事業費補助金 18,077 国　臨時交付金 18,077

指定管理施設におけるエネルギー価格等高騰に対応するため、公の施設の
指定管理者に対し、高騰分の一部を助成しようとするもの

対象施設及び費目
　１　指定管理施設の令和３年度決算において、施設燃料費、ガス料金の
　　　支出額がそれぞれ100万円を超える費目
　２　高圧電力契約をしている施設の電気料金
助成内容
　（R４購入単価－基準単価※）× R４使用量（見込）
　※コロナ前３年間（H29-H31年度）で最も高い単価を基準とする

（１）社会福祉施設［福祉政策課］ 1,263
総合福祉センター、玉川福祉センター

（２）障がい者（児）福祉施設［障がい福祉課］ 648
今治育成園

（３）火葬場［環境政策課］ 3,369
燧風苑、伯方斎場、大翔苑

（４）多目的温泉保養館［健康推進課］ 1,277
クアハウス今治

（５）観光施設［観光課］ 6,554
糸山サイクリングターミナル、鈍川せせらぎ交流館、
大三島海洋温浴館及び農村交流館、野間馬ハイランド

（６）図書館［生涯学習課］ 1,878
中央図書館、波方図書館、大西図書館、大三島図書館

（７）社会教育施設［文化振興課］ 306
河野美術館、今治城

（８）体育施設［スポーツ振興課］ 2,782
中央体育館、市営球場、富田海浜プール/庭球場、桜井海浜ふれあい広場、
朝倉Ｂ＆Ｇ海洋センター、玉川総合公園運動場、波方公園運動場、
大西体育館、大西衣黒運動場、菊間緑の広場公園運動場

Ⅲ　デジタル化の加速・スマートシティ今治の推進

◎ 10 空飛ぶクルマ社会受容性向上事業［市民が真ん中課］ 2,000 県　補助金 1,000

地域の課題解決への活用が見込まれる次世代航空モビリティ「空飛ぶクルマ」
について、安全性や地域への効用に対する理解を深めるためデモフライト等を
実施することにより、社会実装に向けた機運醸成を図ろうとするもの

　開催時期　R５年３月を予定
　事業内容　空飛ぶクルマのデモフライト、展示等
　事業費　　テスト飛行業務委託料1,500千円、会場設営等委託料500千円

Ⅵ　ひとりひとりが輝く今治の創出
＜学びの充実・教育大綱の推進＞

◎ 11 放課後学習チャレンジ事業［学校教育課］ 1,000

放課後の時間を有効活用し、課外活動の一環として児童の基礎学力の向上に
向けた取組を実証的に開始しようとするもの

　対象校　　別宮小・乃万小・朝倉小・吉海小・岡村小
　事業費　　200千円×５校
　経費内訳　学習教材、習熟プリント、学習シールほか

2,000千円

1,000千円
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Ⅶ　防災・減災対策で災害に強いまちづくり

12 県営港湾整備事業費［港湾漁港課］ 15,900 市債 11,000

国の内示等に伴う県営事業負担金の補正
　宮浦港宮浦大橋・吉海港海洋大橋の耐震補強工事など

13 水防活動費［防災危機管理課］ 13,945
令和４年７月-８月の大雨及び台風14号にかかる水防活動費
　報酬・職員手当　　5,445千円
　応急処置委託料　　8,500千円
　　玉川ダム湖畔など136か所

14 災害復旧事業費［農業土木課、道路課］ 4,400 国2/3 2,001

令和４年７月-９月の大雨にかかる災害復旧事業費 市債 1,800

（１）市単独農業用施設災害復旧事業 1,400
　菊間佐方片保線農道（菊間）など３か所

（２）道路災害復旧事業 3,000
　市道原田線（玉川）

その他

15 船舶交通特別会計繰出金［地域振興課］ 4,600 国　臨時交付金 1,900

人事異動等に伴う人件費の増加及び船舶賃借料の増加等に伴う繰出金の増額

16 介護保険特別会計繰出金［介護保険課］ △ 14,439
人事異動等に伴う人件費の減少に伴う繰出金の減額

17 小規模下水道特別会計繰出金［下水道業務課］ 3,541
人事異動等に伴う人件費の増加及び電気料金高騰による光熱水費の増加に
伴う繰出金の増額

18 公共下水道事業会計負担金［下水道業務課］ 11,602
人事異動等に伴う人件費の増加及び電気料金高騰による動力費の増加に
伴う基準内繰出

19 公共下水道事業会計補助金［下水道業務課］ 3,657
人事異動等に伴う人件費の増加及び電気料金高騰による動力費の増加に
伴う収支不足拡大分の１/２補てん（特定環境保全公共下水道分）

8,961千円

34,245千円
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［特別会計］

［船舶交通特別会計］[地域振興課] 4,600
※人件費補正にかかるもの　1,860千円を含む

１ 渡船管理・運航費 2,740

コロナ禍での休航による傭船料の増加、船員の補充による人件費の増加、
納付予定消費税額の増加によるもの

　傭船日　R４.８/23、26-30
　事業費　公課費826千円、傭船使用料1,914千円 ※コロナ交付金充当

［小規模下水道特別会計］[下水道業務課] 3,541
※人件費補正にかかるもの　1,741千円を含む

１ 施設管理費 1,800
電気料金高騰に伴う光熱水費不足見込額の補正

［国民健康保険特別会計］[保険年金課] 78,731
※人件費補正にかかるもの　△16,935千円を含む

１ 傷病手当給付金 4,000 県 10/10 4,000

コロナ感染者の急増に伴う傷病手当給付申請件数の増加によるもの

２ 保険給付費等交付金償還金 91,666 雑入 35,729

診療報酬等返還金（過年度分）　　　　　　　　　90,472千円
特定健康診査等負担金精算返納金（過年度分）　　 1,116千円
保険者努力支援制度交付金精算返納金（過年度分）　　78千円

［介護保険特別会計］[介護保険課] △ 14,823
※人件費補正にかかるもの

［公営企業会計］

［水道事業会計］[水道総務課] △ 20,108
※人件費補正にかかるもの

［公共下水道事業会計］［下水道業務課］ 18,915
※人件費補正にかかるもの　5,215千円を含む

１ 収益的支出 13,700
電気料金高騰に伴う動力費不足見込額の補正

72,049千円

-1,193千円
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(単位：千円)

増減額 増減率(%)

補正前 12月補正額 合計（Ａ） 補正前 12月補正額 合計（Ｂ） (Ｃ)＝(Ａ)－(Ｂ) (Ｃ)/(Ｂ)

82,097,109 823,692 82,920,801 78,950,437 641,336 79,591,773 3,329,028 4.2

42,605,100 72,049 42,677,149 41,402,000 68,521 41,470,521 1,206,628 2.9

用地取得 1,000 0 1,000 36,200 0 36,200 △ 35,200 △ 97.2

墓園事業 47,600 0 47,600 40,000 0 40,000 7,600 19.0

船舶交通 237,700 4,600 242,300 268,300 0 268,300 △ 26,000 △ 9.7

港湾事業 1,071,000 0 1,071,000 388,000 0 388,000 683,000 176.0

鉱泉供給事業 9,200 0 9,200 13,000 0 13,000 △ 3,800 △ 29.2

小規模下水道 1,049,000 3,541 1,052,541 1,048,500 △ 1,075 1,047,425 5,116 0.5

駐車場 5,600 0 5,600 11,000 0 11,000 △ 5,400 △ 49.1

国民健康保険 17,941,000 78,731 18,019,731 17,746,000 99,725 17,845,725 174,006 1.0

後期高齢者医療 2,790,000 0 2,790,000 2,516,000 1,293 2,517,293 272,707 10.8

介護保険 19,453,000 △ 14,823 19,438,177 19,335,000 △ 31,422 19,303,578 134,599 0.7

124,702,209 895,741 125,597,950 120,352,437 709,857 121,062,294 4,535,656 3.7

企業会計 17,265,000 △ 1,193 17,263,807 21,260,551 △ 32,926 21,227,625 △ 3,963,818 △ 18.7

水道事業会計 6,804,000 △ 20,108 6,783,892 11,453,000 △ 26,662 11,426,338 △ 4,642,446 △ 40.6

簡易水道事業会計 189,000 0 189,000 137,500 2,130 139,630 49,370 35.4

工業用水道事業会計 335,000 0 335,000 75,051 0 75,051 259,949 346.4

公共下水道事業会計 9,937,000 18,915 9,955,915 9,595,000 △ 8,394      9,586,606 369,309 3.9

141,967,209 894,548 142,861,757 141,612,988 676,931 142,289,919 571,838 0.4

特別会計

計

合　　　計

各　　会　　計　　別　　予　　算　　額

　　　　　　　　　　　年　度
　会計名

令和４年度 令和３年度

備　　考

一般会計
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月 日 曜 区 分

              本会議 ５日
会期17日間    委員会 ６日（本会議と重複１日）
              休  会 ７日

令和４年 第５回今治市議会定例会会議日程

日    程

令和３年度各会計決算議案

12 5 月
本会議 　委員長報告、質疑、討論、表決

議案説明

委員会審査（広報広聴特別委員会）委員会

代表質問、質疑

8 木 本会議

6 火 休会

7 水 本会議

一般質問

9 金 本会議 一般質問

10 土 休会

11 日 休会

12 月 委員会 委員会審査（教育厚生委員会）

13 火 委員会 委員会審査（産業環境委員会）

14 水 委員会 委員会審査（建設水道委員会）

15 木 委員会 委員会審査（総務委員会）

16 金 委員会 委員会審査（広報広聴・地方創生・スポーツ振興特別委員会）

17 土 休会

18 日 休会

21 水 本会議 委員長報告、質疑、討論、表決

19 月 休会

20 火 休会
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